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［③／⑤］

118.2

・当該路線は、県が管理・整備する国道である。
・東北縦貫自動車道八戸線と連絡することによる高速交通ネットワークの形成が、下北地方生活圏と県内
の青森、南部、津軽の各地方生活圏との交流を活発にする。また、青森県広域道路網マスタープランにお
ける「県都青森市とむつ市とを概ね１時間で結ぶ」目標の達成を図る。

－

【県内の評価】

主要工種毎割合

（事業費）

○

kokikaku ＠ags.pref.aomori.jp

年）

その他（　　　　　　　　）

年） ○ その他

市町村 ○

Ｈ16－34

０１７ ７３４ ９７１１

●

〈　年　月変更〉

10,170

・有戸バイパスと合わせて約Ｌ＝９．１ｋｍ（野辺地バイパスＬ＝２．８ｋｍ）の部分供用により、現道における交通
混雑の解消や縦断線形不良箇所の回避が図られ、約３分の時間短縮効果が望める。

○ 再評価後10

（１／２）

Ａ Ｂ Ｃ

85.5

（２）　社会経済情勢の変化

橋梁工　（ 2,560百万円）

・六ヶ所村原子燃料サイクル施設が平成４年から操業され、うち再処理工場が平成１７年の操業開始を予
定しており、災害時における危機管理の観点からも、アクセスコントロールされた道路が必要である。
・平成１４年５月に六ヶ所村がＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）の国内候補地に決定し、誘致推進に向け
たアクセス機能の強化が必要である。

・公共交通機関の未整備な本県にとって、車を主とする交
通に頼らざるを得ない状況であるが、未整備区間が多く、
社会基盤整備としての道路整備に対する要望は多い。

・従前各分野別の長期計画、道路でいえば「道路整備五カ
年計画」を策定していたが、国土交通省内の各分野を統合
した「社会資本整備重点計画」が策定された。

適時性

必要性

（うち用地費）

1,966

10.8

［④／⑥］

02,125

94.0

（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

44

［④／②］

計画全体に対する進捗

100.0 111.1

年次計画に対する進捗

102.4 ［③／①］92.2

   

 

 

 

採択年度

１　事業概要

事業名

事業種別 国道改築事業

県単独

国道２７９号道路改築事業

事業目的
地域高規格道路『下北半島縦貫道路』の一部を形成し、地域間連携強化や救急医療ネットワークの向上に寄与するとと
もに、原子燃料サイクル施設や国家石油備蓄基地等の国家プロジェクトを支援する。

事業方法 ●国５５％●県４５％○市町村  　％○その他 　％　

　　　　平成７年度　（用地着手　平成８年度　／　工事着手　平成９年度）

終了予定年度 　　　　平成１７年度　（　　　　　　年　　月計画変更　〈当初計画時　　　　年度〉）　

● 国庫補助 ○

主な内容

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区におけ
る評価

事業費

事業の進捗状況

説明

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

２　評価指標及び項目別評価

公共事業再評価調書

再評価実施要件

整理番号

担当部課室名 県土整備部
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

長期継続○

　

1,532

15,325

212

2,125105 10

a  ． b 

計　　　画

2,125

14,125

 

1,000

15,325

1,200955

1,913

2,000

Ａ Ｂ Ｃ

当該地区は、野辺地町の中心部を通過するため混雑度が１．１７（交通容量に対し実交通量が１．１７倍）の状況であ
り、また中心部を通過した後も縦断線形不良箇所（縦断勾配が６％以上の箇所）が連続しており、平均走行速度が著し
く低下している。冬期交通の安全確保や交通混雑の解消のため、早期の道路整備が求められている。

a  ． b 

・むつ市長を会長とし、沿線の１３市長村長、議会議長、観光協会等で構成される下北半島縦貫道路整備
促進期成同盟会により、早期完成の要望がなされている。

a  ． b 

・道路の整備により、下北半島地域の観光拡大に寄与し、地域間交流や地域の活性化に効果がある。
・むつ小川原開発計画（原子燃料サイクル施設や国家石油備蓄基地等）や、東通・大間原子力発電所建設計画を支援す
るとともに、災害時における緊急輸送路の確保の面からも大きな効果がある。

地元の
推進体制等

効率性

【全国の評価】

事　業　費　割　合

（うち用地費）

実　　　績

改良工　（ 8,012百万円）

舗装工　（ 1,134百万円）

・全体延長Ｌ＝６，８６０ｍのうち１工区のＬ＝２，８００ｍを先行して進めており、隣接する有戸バイパスの供用と合わせてＬ＝
９，１００ｍを平成１６年内に供用させる予定である。残りのＬ＝４，１００ｍについても、平成１７年度に供用する予定である。

9.7
76.9

（単位：百万円）○採択時総事業費

１４年度 １７年度～小　計１６年度１５年度

13,793

15,000

～１３年度

 

高規格道路・津軽ダム対策課

全体延長Ｌ＝６，８６０ｍ
幅員Ｗ＝１２．０ｍ（２３．５ｍ）　　　橋梁５橋（Ｌ＝３５２ｍ）

合　　計

県事業主体

財源・負担区分

地区名等

●

未着工



・ ・

（分析手法、根拠マニュアル等）

・ ・

・ ・

休止

休止

【特記事項】

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

下北地域の観光や産業等に大きく寄与するものであ
り、地域づくりへの支援や原子力施設等の防災対策、
危機管理の観点からも、早期整備が望まれている。

・半島振興対策地域となっており、本路線は半島循環道路として指定されている。
・当該地域は、むつ小川原開発計画における原子燃料サイクル施設等の立地地域であり、本路線は災害対策基本法に基
づく緊急輸送道路に位置づけられている。

a  ． b 
（２）対応状況

K1d

配慮している 配慮していない● ○

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

むつ市長を会長とした沿線の１３市町村の首長等
で構成される下北半島縦貫道路整備促進期成同盟
会により、早期完成を望む要望が出されている。

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】 【住民ニーズ・意見】

（３）交通事故減少便益

Ｃ

○ （林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

ＣＡ

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

● ○配慮している 配慮していない

（１）事業費
（２）維持管理費

35,600

・当該路線は高速交通ネットワークの形成や、緊急災害時における緊急輸送路の確保の観点から、アクセ
スコントロールされた自動車専用道路として整備を進めてきている。既存の改築事業との整合を図り、用
地買収等の手戻りを極力生じないようなルートを選定している。

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代替案

Ｂ

・路盤材、舗装材に再生材を使用し、経費の縮減を図っている。
・建設発生土を盛土材として使用し、経費の縮減を図っている。 a  ． b 

4,100

（２／２）

a  ． b 

Ｂ／Ｃ 2.2

・当該バイパスは、平成９年４月に都市計画の変更を行っており、それに伴った都市計画アセスを実施し
ていることから、現地の環境を考慮した設計になっている。

委員会意見

４　公共事業再評価審議委員会意見

環境影響への
配慮

（１）地域区分

【地域別環境配慮指針への対応】

●

○ 対応方針（案）を修正すべき

○ 計画変更

○ 中止○ 計画変更

百万円

百万円

● 継続

対応方針（案）どおり

継続 ○○ 中止

百万円

総合評価

●

（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

1,600

道路事業における費用便益は、平成１０年度より行われており、計画時には算出していない。

【費用対効果分析手法】

0 百万円

【費用対効果分析における特記事項】

便益項目
（Ｂ）

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備考

地域連携強化、市町村合併支援、及びむつ小川原開発計画の支援を図るため、継続して事業を進め、平成１６年度の一
部供用、及び平成１７年度の全線供用と、事業効果の発現を図る。

評価理由

百万円

百万円

百万円

（３）

0

17,800
1,000

Ｈ16－34

百万円
（４） 0

増　　減

百万円

評価理由

委員会評価

百万円

費用項目
（Ｃ）

『公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針』（平成１６年２月国土交通省策定）による。

1,000

-                 百万円

百万円

18,800

百万円
百万円 41,300          百万円
百万円

百万円
（４）

総便益 百万円

百万円0

-                 

百万円
（５）

（２）走行経費減少便益

コスト縮減

1,600
百万円

百万円

41,300

（５）
総費用
（１）走行時間短縮便益

主  な  項  目

百万円

百万円 4,100
百万円 35,600

百万円

百万円
百万円

百万円
百万円18,800          

百万円0

百万円 17,800

区分

整理番号

Ａ Ｂ

再評価時計 画 時

（３）　費用対効果分析の要因変化

百万円 百万円

百万円 百万円


